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内教育など様々な分野に分かれてお り、その段階 も幼児教育か ら高等教育まで、そ して教育サー





その是非、問題点、そ して対応を考察することを 目的としている。本稿は4節 から構成されて
いるが、第2節 では、バン グラデシュの人的資源開発政策を概観した上で、第3節 ではアンケー
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2.バ ング ラデ シ ュの教育制度
(1)教育制度の概観





者であるKhuda博士は教材やカリキ ュラムの統一化を図 り、宗教科 目は選択科目として位置
付けられるように政府に提言 した。このように、バン グラデシュの教育制度は独立後順調に整























バン グラデ シ ュ 40.1 49.6 75.1 21.6
パ キ ス タン 44.0 61.4 n。a. n。a.
イン ド 55.7 70.9 77.2 59.7
ス リ ラン カ 91.1 96.5 99.9 76.0
ネ パ ー ル 39.2 57.3 78.4 54.6
(出所)UNDP(2000)、195-196ページ。
(注)n.a.は調査該 当年 のデ ータを入手で きなか った ことを意味す る。
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バン グラデシュの学校教育制度は図1に 示されているように、初等学校5年 間、下級中等学








点を置 くなどして、国家開発への貢献を 目的とした高等教育の量的拡大 ・質的向上と制度改革
に関する施策が盛 り込まれた。 しか し、現実には財政予算にも限 りがあることから、政府は高
等教育にもっと多 くの資源を配分 したいとい う願望と、配分先を高等教育まで広げると初等 ・





























(出所)豊 田俊雄(1998)『発展途上 国の教育 と学校』、84ページ。
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バン グラデ シ ュ 2.2 n.a. 88.6 7.9
パ キ ス タン 2.7 7.1 79.8 13.0
イン ド 3.2 ll.6 66.0 13.7
ス リ ラン カ 3.4 8.9 74.8 9.3
ネ パ ー ル 3.2 13.5 64.1 19.0
(出所)表1に 同 じ。
(注)n.a.は調査該 当年 のデ ータを入手で きなか った ことを意味す る。
(2)職業教育の状況
バン グラデシ ュにおいては、職業訓練行政を管轄す る単一 の政府機関は存在 してい ない。表
3が示す よ うに、正規 の職業教育は主に労働 ・人材省、お よび教育省に よって管轄 されてい る。
しか し、実際 の職業教育 に係 る政 策の策定は、それ らの省 の下部組織 である職業教育局(The
TechnicalEducationBoard:TEB)および 国家技 能 開発 ・訓 練理 事会(TheNational
CouncilforSkillDevelopmentandTraining:NCSDT)によって行われ ている。後 者 の機
構は1979年に大統領 の認可に よって設立 され、労働 ・人材大臣を筆頭に各省 の政府高官 など25
名 のメン バ ーか ら構成 されてい る。 しか し、NCSDTは1984年か ら開かれてお らず、全 く機能
していない のが現 状で ある。 それゆ え、パキ スタン か らの独 立前 の1969年6月に設立 された
TEBが 職業教育 の運営 を一手 に担 当 している。
表3政 府管轄の職業教育の制度
管轄省 学校数 学生数 学生教員比率
(DegreeLevel)
Textile&LeatherInst教育省 2 800 15:1
(DiplomaLevel)
Polytechnics 教育省 20 17000, 17:1
Monotechnics 教育省 3 900 ll:1
AgricultureTrainingInst農業省 12 7,000 n。a.
(Certificate)
VTIs 教育省 51 5,800 ll:1
TTCs 労働 ・人材省 12 5,100 ll:1
CommercialInst 教育省 16 4,200 39:1
(TeacherTraining)
TTTC&VTTI 労働 ・人材省 2 100 3:1
(出所)WorldBank(2000)、5ページ。
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多 くの不完全雇用、産業界からのニーズを充足させていない多 くの労働力人口が同時に存在 し
ている。このことから、国内および海外の労働市場においての雇用機会を創出するため、生産
的労働者を創出することに資する人的資源開発は同国の開発計画の最も基本的な問題である。












前節では、バン グラデシ ュの職業教育を含めて の教育制度 の概 要を述べて きた。本節では、
職業訓練校 のシステムや問題点に関 して現地調査を通 じて 明らかに したい。調査対象校は3校
であ り、そ の内の2校 は政府系訓練校(ダ ッカ技術訓練 セン ター、バン グラデシ ュ ・ジャーマ
ン技 術訓練 セン ターで あ り、 残 りの1校 は非 政府 系訓練 校(UnderprivilegedChildren's
EducationProgram)であ った。
(1)被調査訓練校の プロフ ァイル
(イ)ダ ッカ技術訓練 セン ター(TechnicalTrainingCenter:TTC)
TTCは 、労働 ・人材 省の管轄 下にあ る雇用 ・訓 練局(TheBureauofManpower、Em-
ploymentandTraining:BMET)によって運 営 され た政府系 の職業訓練 校 であ る。 ダ ッカ
TTCの 訓練生数は850名であ るが、現在 、TTCは 全 国にllヶ所 あ り、年 間8,000-9000人の訓練
生が就学 してい る。そ の内、女性 の訓練 生数 は800人程度 に過 ぎない。非正規訓練生 を対象 と
した夜間 コースも開講 されてい る。訓練 プ ログラム数は地域に よって多少異 なるが、最 も多い
訓練校(ダ ッカTTC、 チ ッタゴンTTC)で12プ ログラム、最 も少 ない訓練校(ボ グラTTC、
マイ メン シンTTC)で6プ ログラムである。正規 プログラムは2年 制 であ り、非正 規 プ ログ
ラムは約半年 であ る。教員 と訓練生 の比率 は1対9で あ る。TTCの カ リキ ュラムは職 業教育
局(TEB)に よって管 理 され てお り、全 国すべて のTTCの 訓練 内容 は一律 である。TTCの
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組織 は、校長、 副校長、チ ーフ指導員、 シニア指 導員、指導員か ら構成 され てい る。TTCの
校長 は労働 ・人材省 出身者が多 く、平均 の任期 は3年 であ る。正規訓練生 は月200タカの給付
金 と無料 の宿 泊所 を提供 され、 イン ターン シ ップ期 間中は月450タカの給付金が与 え られ る。
正規 プ ログラムの入学資格は中等教育3年 を修 了 した者に限 られ お り、TTCで の2年 間 の修
学期 間を終 えた後 には、通常 教育 を受 け てい る学生 と同 じよ うにSSC(SecondarySchool
Certificate)の受験資格 が与 え られ る。1人 当た りの訓練生 にかか る経 常費用は50,000-60,000
タカと推定 されてお り、それは一般教育 の経常費用 の25倍であ る。そ のよ うな費用 の高 さは、
教員1人 当た りの訓練者数 の少 な さ(1人 当た り10-12人)、設備 の購 入 ・維持費 用の高 さなど
が原因であ る(世 銀2000)。
(ロ)バン グラデシ ュ ・ジャーマン 技術訓練 セン ター(Bangladesh-GermanTTC:BGTTC)
BGTTCも全国にllあるTTCの 内の1つ であ り、TTC同 様に労働 ・人材省 の管轄下にあ る
BMETに よって運営 されてい る。BGTTCは ダ ッカの中心部であ る ミル プールにあ り、訓練
生数 は760名、訓練 プ ログラム数12とダ ッカTTCに 次 いで大規模 な訓練校 である。教 員 と訓
練生 の比率は1対14で あ る。修学期間は、正規 プ ログラムで2年 、非正規 プ ログラムで約半年
であ る。BGTTCの 名前 の由来は、それが設立 され るにあた って ドイ ツ政府か らの大規模 な資
金援助や技術-協力を受けた経緯に よる。現在、BGTTCの 経常費用は主にバン グラデシ ュ政府
に よって捻 出されてい ることか ら、組織、制度、 カ リキ ュラム内容 など他 のTTCと ほ とん ど
同 じであ る。
(ハ)UnderprivilegedChildren'sEducationProgram(UCEP)
UCEPは70年代初期、貧 しい子 どもや その家族 の生活水 準 の向上 を 目的 と して設立 された
現地NGOの 機 関である。現在 、UCEPの 訓練校は全国に3ヶ 所(ダ ッカ、チ ッタゴン 、 クル
ナ)に あ り、約1,400人の訓練 生が就学 してい る。そ の内、男性 と女性 の比率は6対4で あ り、
政府系 の訓練校に比べれば女性 の比率が高い。訓練 プ ログラム数は地域に よって異 なってお り、
ダ ッカ7プ ログラム、チ ッタゴン3プ ログラム、 クル ナ3プ ログラムであ る。就学期間は6ヶ
月 のPara-tradeProgramと呼ばれ ている短期 プ ログラム と1-2年 の長期 プ ログラムに分かれ
てい る。後者 のプ ログラムは1年 間 のUCEPに おけ る訓練、そ して3ヶ 月か ら1年 のUCEP
と提携関係にあ る企業で の実地訓練か ら構成 されてい る。 カ リキ ュラムは民間 の企業家お よび
UCEPの 職員 に よって構成 され てい る産 業諮問委員会(TheIndustrialAdvisoryCouncil)
に よって決定 されてお り、 カ リキ ュラムの内容が産業界か らのニーズに合致 し易い。訓練生は
月200タカの給付金 を提供 され、 イン ターン シップ期 間中は月450タカの給付金が与え られ る。
入学資格は政府系 の訓練校 と違い、学歴に よって ス クリーニン グされてお らず、訓練生 の多 く
はUCEPの4年 半 の基礎教育を受講 した卒 業生やUCEPと ネ ッ トワー クを持 ってい る他 の
NGOで 教育 を受けた学生 であ る。1人 当た りの訓練 生にかか る経常費用 は14,000タカであ り、
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政府系の訓練校の約4分 の1で ある。そのように低い経費で抑え られる理由として、世銀
(2000)の報告書は教員1人 当た りの訓練者数の多さ(1人 当た り16人)、修学期間が短 くて
済むように集中的なカリキ ュラム構成を指摘 している。
(2)調査目的と方法
調査方法は、職業訓練校3校 の校長に質問票を配布 して、後 日それを直接回収する方法を採
った。質問表を回答 してもらう前に、校長に学校の運営に関する問題点に関 しイン タビュー調








練生に限定 した理由として、3つ のことが挙げられる。1つ 目の理由は、調査対象の3校が共
通 して開講 している訓練プログラムが自動車修理、電気、溶接、縫製業の4つ のプログラムに
限定されていたこと、2つ 目は、被調査者の性別の偏 りをできるだけ小さくするには、4つ の
プログラムの内、縫製業を選択することが最も適当であったこと、3つ 目は、修業年限2年 の
訓練生の1年生が7月 の初め(調 査時期は7月 末)に 入学 した新入生であるのに対 し、修業年




加 している訓練生数が他の2校 と比べれば少ないため、調査実施 日に出席 していた訓練者を全

















調 査 人 数 男6名 女18名 男29名 女6名 男15名 女20名
平 均 年 齢 15.8歳 22.8歳 15.5歳






父 親 の 学 歴 Primary:14SSC:8
HSC:lUniversity:0
宗 教 学 校:1
Primary:5SSC:12
HSC:8University:9
宗 教 学 校:1
Primary:22SSC:5
HSC:lUniversity:1
宗 教 学 校:3不 明:2
就 業 経 験 有:1名 無:23名 有:7名 無:28名 有:7名 無:28名
(注)Primaryは初等教育(教 育年数5年)、SSCは中級中等教育修了(教 育年数10年)、




調 査 人 数 男3名 女1名 男2名 女ll名 男9名 女1名
平 均 年 齢 37.5歳 36.8歳 37.5歳






就 業 年 数 9.5年 11.'年 9.6年
平 均 給 料 5929タカ, 5614タカ, 8835タカ,
過去の就業経験 有:4名 無:0名 有:4名 無:9名 有:8名 無:2名
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(3)調査結果
表6調 査対象校の制度面の比較
質問項目 TTC BGTTC UCEP
1.組 織形態 政府機関 政府機関 民間機関
2.教 員数 男70名 女10名 男63名 女19名 男56名 女14名
3.生 徒数 男601名 女99名 男1031名 女ll7名 男590名 女277名






5.授 業料 100-120タカ/月 100-200タカ/月 無料
6.入学試験科 目 筆記、面接 筆記、適正試験 筆記、推薦状、身体検査
7.競 争率 2-3倍 2-3倍 4倍
8.修 了率 80% 85% 97.4%
9.就 職率 50% 55% 95%
10.就職斡旋制度 無 し 無 し 有 り
ll.座学と実習の割合 45:55 44:56 20:80
12.企業実習期間 2ケ 月 2ケ 月 3ケ 月
13.教員研修制度 有 り 有 り 有 り
14.教員評価制度 体系化されていない 体系化されていない 体系化された制度有 り
15.教員の平均給料 5000タカ 6000タカ 5500タカ
(出所)質 問票より集計















企業 とのネ ットワークがUCEPと 比べれば弱いことによる要因が大 きいと考えられる。

















定 している。それに対 し、政府系訓練校 も教員の評価制度が存在 していると回答 してい
るが、教員の昇給や昇進は公務員に準 じた形で年齢 と就業年数によって決定されてお り、
競争原理が働 く余地が少ないと考えられる4)。
表7は 訓練生からの質問票調査を通 じて彼らの満足度をまとめてお り、表8は ウエルチ検定
を用いて各校の満足度の格差に関 しての検定結果を示 している。また、表9は 教員の満足度を
示 したものである。満足度は訓練生および教員にそれぞれの質問項 目に対 し5段階で評価(満




1)UCEP訓練生の 「教員の質」に関 しての評価は4.5であ り、BGTTC訓練生の同項目に関
しての評価3.9よりも差が見られる(1%水 準以下で統計的に有意)。あるUCEP訓 練生
は、「授業は実際に機械を用いての実習の時間が多 く、非常に役に立つ」 と話 していた。
UCEPカリキ ュラムは実習の時間が多 く配分されているのと同時に、教員の属性でも見
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られるように、UCEP教員はBGTTC教員 よりも企業での就業経験をもっている割合が
はるかに高い。UCEPの校長 も面談の中で、「教員採用の条件 として企業での実務経験を
持 っている人を優先的に採用 したい」と述べていた。また、「訓練生 と教員の関係」に関
しての評価においても、UCEPは4.9、BGTTCは4.0と差が見られる(1%水 準以下で統







好きでもっと勉強 したいので、訓練期間を延ば してほ しい」とい う答えが返ってきた。
4)「学校全体の評価」に関しても、UCEP訓練生の評価4.8が最も高 く、BGTTCの評価3.7
と比較すればかな りの差が見 られた(1%水 準以下で統計的に有意)。また、同項 目の評
価に関して、TTCとBGTTCの 訓練生の間においても差が見 られる(1%水 準以下で統
計的に有意)。但 し、 この数字が単にBGTTCの 訓練 システムが他の2校 よりも劣 るとは
言い切れない。なぜならば、BGTTC訓練生は高等教育を受けてか ら訓練校に入学 してき
た学生もかな りいることから、彼 らの訓練校に対する評価は他の2校 の学生による評価よ
りも必然的に厳 しくなっていると考えられ る。
5)TTC教員の 「設備 の質や量」に対する評価は、2.7と他の2校よりも低い。 これは、表10
に示 されている訓練校で使用されている機械の種類 を見れば一 目瞭然であるように、




い数字であった。 この数字は訓練校の問題点を示す ものではなく、バン グラデシュの教
育制度 自体の改善を提議す るものである。今回の被調査対象者は最低でも初等教育を終
了 しているが、それにも拘 らず、基本的な 「読み」、「書 き」、「算術」のできない訓練生
は多い。このような基礎能力の欠如は訓練 プログラムの効率性を低下させることにつな





質問項目 TTC BGTTC UCEP
1.設 備 の質や量 3.5 3.6 3.8
2.教 員 の質 4.2 3.9 4.5
3.教 員 の数 3.4 3.4 3.6
4.就 職情報 2.3 2.4 4.0
5.訓 練期間 3.5 3.6 3.3
6.コ ー ス 内 容 3.8 3.8 3.8
7.訓練生間の関係 4.3 4.1 3.9
8.訓練生と教員の関係 4.7 4.0 4.9
9.学校全体の評価 4.6 3.7 4.8
(出所)質 問票より集計
表8項 目ごとの訓練校間における格差の統計量
質問項目 BGTTC・UCEP TTC・UCEP TTC・BGTTC
1.設 備 の質や量 一1.076 一1.404 一.0252
2.教 員 の質 一2.705*** 一1.070 1,368
3.教 員 の数 一〇.820 一〇.937 0,346
4.就 職情報 一5.342*** 一7.912*** 一〇.324
5.訓 練期間 1,309 0,818 一〇.640
6.コ ー ス 内 容 0,121 一〇.109 一〇.306
7.訓練生間の関係 0,512 2.338** 1,503
8.訓練生と教員の関係 一5.Ol9*** 一2.020* 6.885***
9.学校全体の評価 一7.850*** 一1.489 7.820***
(出所)質 問票 よ り集計
(注)***、**、*はそれぞれ1%、5%、10%の 水準で統計的に有意であ ることを示す。
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表9教 員の満足度の比較
質問項目 TTC BGTTC UCEP
1.設 備 の質や量 2.7 3.5 3.9
2.教 員 の質 3.3 4.7 4.1
3.教 員 の数 4.5 4.1 3.6
4.就 職情報 2.5 3.7 3.7
5.就 職率 3.8 3.8 4.3
6.訓 練期間 2.3 3.2 3.1
7.コ ー ス 内 容 2.5 4.0 4.0
8.訓練生間の関係 4.0 3.6 4.6





1.PlainMachine ○ ○ ○
2.5TOverLock ○ ○ ○






























2)TTCおよびBGTTC訓練生の 「家族の奨め」の動機がそれぞれ2番 目、3番 目に多い動
機 として挙げられている。「親は訓練校に通 っていることに賛成 しているか」 とい う問い












す る仕事に就 きたい」 と答えた。
5)BGTTC訓練生及びUCEP訓練生は 「将来の希望進路」 という質問に対 し、「外国系企業
で働きたい」、「現地系企業で働きたい」とい う回答が8割 から9割を占めている。他方、
TTC訓練生の回答 もそれ ら2つ の回答が上位を占めているものの、かな りのばらつきが
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表11訓 練生の入校動機、必要な情報、希望進路の比較 (単位%)
質問項目 TTC BGTTC UCEP
(入校動機)
1.高 い地位 と資格 41 31 34
2.高 い給料 13 12 12
3.家 族の奨め 15 14 7
4.友 人の奨め 0 3 0
5.知的好奇心 ll ll 9
6.高い教育を受ける経済的余裕がない 13 15 32
7.高い教育を受ける能力がない 7 14 6
(就職するにあたっての必要な情報)
1.給 料水準 23 ll 14
2.将来の昇進の可能性 23 18 26
3.職 場環境 ll 16 29
4.人 間関係 13 ll 6
5.労 働時 間 9 6 10
6.技能の活用の可能性 16 22 13
7.会 社の場所 2 9 3
8.労 働倫理 4 8 0
(将来の希望進路)
1.外国系企業で働 きたい 21 34 51
2.現地系企業で働 きたい 17 43 37
3.自分で企業を始めたい 17 0 0
4.家族の仕事を手伝いたい 13 0 3
5.海 外で働 きたい 4 6 0
6.国営企業で働きたい 8 0 3
7.進 学 したい 21 ll 6





















おける需要と一致 しない人材をい くら教育 ・訓練 しても資源の無駄に終わって しまう。労働力
として人材開発を考える際には、人材の教育 ・訓練が雇用確保と結びつ く必要がある。そのた
めには、産業界のニーズと一致 した職業教育が行われるべ く民間部門の職業訓練に係る政策決
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地方の教育機関にも配分 してい くことが不可欠であるが、同時にバン グラデシュ側が着手すべ
きことは抜本的な財政改革を実施 し、無駄な教育投資を切 り詰めて地方の人的資源開発のため




の要素を通 じて、職業訓練校の活動を客観的に評価することである。そ して効率性の良し悪 し
によって、訓練校に対する補助金を決定するとい う競争原理を職業教育に導入することが重要




1)正規プログラムの2年 生を調査対象とすることも考えたが、UCEPの2年 生が7月 から期間3-12ヶ
月の企業実習に行ってお り、調査対象から除かざるを得なかった。




















6)政 府 は訓 練 校 の レベ ル に 応 じて 、 ベ ー シ ック コ ー ス修 了 、 国 家 技 能 基 準(NSS)Grade-IIIコース 修
了(semi-skilled)、国家 技 能 基 準(NSS)Grade-IIコー ス 修 了(skilled)、国 家 技 能 基 準(NSS)
Grade-1コース修 了(highly-skilled)、mastercraftsmanの資 格 を 認 定 す る動 きが あ る が 、 現 在 の と
ころ 政 府 に よ って 認 定 され た 制 度 と して 確 立 して い るの はNSSGrade-IIまで で あ る。
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